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 全国災対連は 10月 25 日、台風 19号による甚大な被害をうけて、被災者本位に寄りそった支援

を求めて、避難所などの環境改善など緊急対応に関わって要請を行ないました。 

 災対連からは 22人が参加、内閣府、国交省、農水省、経産省、厚労省、環境省、総務省の 7省

庁から 13人が対応しました。 

 

 

  

はじめに、住江憲勇代表世話人（保団連会長）が、「長野の千曲川氾濫などで多くの人々が厳し

い状況下に置かれている。それまでに築いた生活や財産が元の木阿弥となった。」「新自由主義の

ために大企業を優遇する一方、国民生活では、社会保障を壊し、搾取したうえに、甚大な自然災

害にみまわれた。」「今こそ、政治を転嫁し、生活生業を取りもどすため、被災者再建支援を求め

る。」として、要請に対する誠実な回答を求めました。 
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〇 災害救助法が適用された各都県に、通知を出している。とりくみ指針ガイドラインとして取

り扱いを要約している。事務取扱要領は分厚いものであり、現場の人に参考になるようにしてい

きたい。「スフィア基準」については、とりくみ指針ガイドラインのなかで明記している。（内閣

府） 

〇 公営住宅について、市町村において 600 戸入居がきまっており、順次受け入れている。家賃

の減免について、基本無償で家賃はとっていない。光熱費を頂くところはある。（国交省） 

 

 

 

 

〇 支援策の検討を進めており早期に示せるようにしたい。再開に向けた貸し付けや資金繰りの

支援など。正式に「激甚災害」指定となったので検討している。総理大臣から生業支援パッケー

ジをまとめる指示が出された。（農水省） 

 

 

〇 介護保険について、利用料については減免や障害福祉サービスの減免をもとめる。（厚労省） 

１、被災者の救命・救援に全力をあげること。 

２、内閣府の事務連絡「避難所の生活環境の整備について（留意事項）」を徹底し実現する

ための手立てを緊急にとること。避難所での生活環境を改善し、被災者の人権が守られる環

境に改善を図ること。内閣府「避難所運営ガイドライン」の徹底、国際赤十字が推奨する国

際基準「スフィア基準」を参考に緊急に改善されたい。 

 また、速やかに公営住宅や民間賃貸住宅を「避難所」や「仮設住宅」として確保し、親戚

や知人宅へ避難者も含めた被災者に無償提供すること。２次被害を防止すること。 

３、激甚災害の指定を急ぐこと。被災自治体の水道、電気、公共交通などインフラの復旧を早

急に行うこと。経費について国で負担すること。 

４、浸水した被災住宅から出されるゴミ、がれき、泥などの「災害ゴミ」の撤去と処分を国と

して支援し、係る経費は公費で負担すること。 

５、住宅被害の認定を住民の立場に立って行うこと。住宅被害、農林漁業者、中小企業の被害

への保障と再建について公費による直接支援を行うこと。被害の実態把握を急ぎ、生業の再建

を支援すること。そのための支援策を早急に決定すること。 

６、すべての被災者の医療費一部負担金（及び入院時食事一部負担金）を国の負担により免除

すること。被災者および被災事業所の保険料の免除・軽減を国の負担で行うこと。すべての被

災者の介護保険の保険料、利用料、施設における居住費・食費負担、及び障害福祉サービスの

利用料負担の免除及び軽減を国の負担で行うこと。 

 被災者の安定した生活の確保が可能となる時期まで継続すること。 
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〇 飯館村、田村市、二本松市、川内村の各所で被害の発生を確認した。（農水省） 

〇 福島第１原発では、大きな風の被害がなかった。流失したとは確認していない。タンクのな

ど風で瓦礫が飛ばないよう対策をとっている。災害対策を強化していきたい。（経産省） 

〇 原子力規制庁：設備に問題はないようだ。24時間、検査官が常駐している。 

 

 
〇 メリハリのある人員配置をし、応援職員が必要なところは、派遣している。罹災証明は政令

市、応援市区町村と一体となって行っている。現在５県 25市区長村から 332人、のべ約 2000人

が出動している。 

 

以上をうけ、参加者から次のような発言がありました。 

○ 避難所では雑魚寝状態が続いているが、内閣府の通知がどの程度徹底しているのか、点検

を。 

○ 避難や体育館での生活など、障がい者の避難が前提にされていない。改善を求める。 

○ 避難所の実態や指摘された課題について、災害のたびに調査をして、次に教訓を生かしてほ

しい。 

○ 公営住宅に入れるようになっても、生活必需品が何もない。東日本大震災時には日赤から家

電 6点セットが支給された。少なくてもこれくらいはやってほしい。 

○ 被災した自宅と避難所間の距離の問題がある。自宅の泥だしには避難所から通える近距離が

よい。盛岡市や花巻市では問題となっている。 

〇 被災自治体の窓口は、浸水深１ｍ、１.8ｍだけで被害認定を進めているようであり、住宅の

機能に対する被害を反映するように改めてほしい。 

○ 宮城では、片付けが始まったばかりだ。100台のポンプ車が排水した。家畜共済の検定を早

めにしてほしい。加入していない人も対象にならないものか。粗飼料としての藁が流され、

確保ができない。畜産農家が再生できるよう。農水省としても速く対策を示してほしい。 

○ 予算に限りがあると、農家に自己責任を負わせるのではなく、今こそ国の責任を果たすべき

だ。国に予算の限りがあるように、農家にも余力のある農家はわずかだ。自己責任でない考

え方を示してほしい。 

○ 製造業は、設備被害をうけ機器が一度水につかれば使用できない。工業団地で浸水した中小

企業には 1億数千万の被害となる厳しい現実が突き付けられている。グループ補助金として

対応し、運用も弾力的にやってほしい。地方の製造業者は高齢化で事業の継続には補助金が

７、パート、契約、派遣労働者など時間契約、有期契約労働者の賃金保障、雇用確保など、す

べての労働者の雇用と賃金保障を公的責任で図ること。被災者の安定した雇用が確保される

まで継続すること。 

 

８、放射性廃棄物の仮置き場の被災、除染土壌（フレコンバック）の問題が報じられている。

各地の仮置き場などの点検を直ちに行うこと。また、東京電力福島第一原発敷地内での放射性

物質の流出、汚染水の漏えい、施設への影響などについて、被害状況の把握に努めること。万

全な対策を行うこと。 

９、国及び地方自治体の災害時を想定した必要な人員配置、長時間勤務の縮減や時間外勤務

規制を実効性あるものにするために公務員の十分な人員配置を行うこと。財源は、公的責任

で確保すること。 
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かかせない。 

○ 福島の汚染土壌の問題で、きちんと管理していないのではないか。回収できる見込みはある

のか。まだ漏れているのではないか対策をきちんととってほしい。 

○ 「できること」でなく「必要なことを」全部やってほしい。 

○ 宮城にも全県に放射線がばらまかれた。記録的な風雨で宮城も調査をしたのか。現場の把握

と今後の処理のあり方を示せ。 

○ 原発は止めるしかない。 

○ 新潟の長岡市も浸水した。市町村合併で行政の人員削減が進みすぎた。頼りになる行政機能

を改めて考えさせられた。その声があちこちで聞かれる。 

○ 実家と娘宅が被災した。地域でボランティア活動をしているが、逃げ遅れて 2階に避難した

人、避難所から戻った人が多い。被災後 2日目から無性に泣けてくるなどの声もある。生活

再建が長引くなかで、必要なことは、自治体として責任を果たしてほしい。 

○ 命を守るのに効率化を申すのはどうなのか。公務員の人員配置が足りないなか、十分な支援

ができていない。行政側からも声をあげてほしい。 

○ 保険料の免除猶予対象者は、各自治体においてバラバラであり国の制度できっちりしてほし

い。災害救助法で一部損壊も入れてほしい。避難所の人権保障として感染予防に努めてほし

い。 

 

以上をうけ、政府から次のように回答がありました。 

● 避難所の設置では、災害が起きるたびに通知を発するだけでなく、市の担当者からも要請を受

けて真摯に対応している。避難所は 7,500カ所ある。災害救助法の適用である。熊本地震から

プッシュ型支援として段ボールベットとなっている。 

● 千曲市の公営住宅では早めに避難したが、床上浸水した。後処理が大変だが、長野市でも千曲

市も自覚がなかった。早急に実態調査をして次回に生かせるようにしたい。 

● 避難所の情報はＨＰにおいて各都県でも出している。被災者のマッチングが難しいところは

あるが、ゆきわたるようしていきたい。 

● 応急修理については、一部損壊にも拡大したので、自治体に問い合わせてほしい。上限は 30

万円としている。 

● 被害認定についても、現地にはいって進めていると聞いている。家電６点セットは認識してい

ない。 

● 農家の支援体制について、規模に応じてきめ細かく調べて各部署で対応を県とする。 

● 汚染土壌については、懸命に回収にあたっている。河川の険しいところに流れた可能性があ

り、ヘリで捜査している。場所を特定していち早く対応したい。 

● 地域での自主的な管理、各自治体において必要なところにはきちんと人員を配置する。 

 

最後に黒澤事務局長は、「災害は一瞬だが、被災者は一生を背負う。公的な支援を徹底してお

こなうこと。国としてのリーダーシップを示してほしい。防災や減災体制を一層進めてほしい。

各関係省庁にも周知してほしい。」と強調しました。 

以上 

 


